収用は国土交通省の自殺行為
一二月一八日、国土交通省は、共同漁業権を収用して川辺川ダムを建設するため、収用委員会に裁決を申請した。しかし、影響補償は収用をつうじては支払えず、補償契約によるしかない。また、共同漁業は免許がなくても営めるから、漁業権が収用されても組合員は従来どおり共同漁業を営め、何ら漁業損失が生じない。従って、消滅補償も収用をつうじては支払えず、補償契約によるしかない。そのうえ、共同漁業権が収用されれば、国土交通省は、漁民全員と補償契約を交わさなければならなくなる。
補償の種類と算定法

漁業補償は、ダム建設等により生じる漁業損失に対して支払われる。ダムが造られれば、水域に工作物ができたり、工事に伴い濁りが発生したりして漁業損失が生じる。それらの損失に対して補償が支払われるのである。

漁業補償には三種類ある。水面が消滅して漁業ができなくなることに対する消滅補償、工事期間の間、漁業が制限されたり、ダムができることによって漁場価値が減少したりすることに対する制限補償、工事に伴う濁り等による漁業被害に対する影響補償である。

一億円の水揚げがある水面が消滅するとしよう。この場合の消滅補償は次のように算定される。まず、一億円の水揚げがまるまる収益になっていたわけではなく、漁具代や餌代等がかかっている。さらに、自分が働いた分も自家労賃として経費に算入される。従って、収益は水揚げから自家労賃を含む経費を差し引いたものになる。これを漁業純収益という。一億円の水揚げのうち純収益は四千万円としよう。消滅補償額は、水面消滅によって減少する漁業純収益を資本還元した額になる。資本還元とは利子率で割ることである。つまり、補償額は、減少する漁業純収益と補償金を預金して得られる利子とが等しくなるような額に決められるのである。利子率は八％とされているので、減少する純収益が四千万円のときの補償額は五億円となる。低金利時代の今日、漁民にとってきわめて不利な算定法である。

収用で影響補償・消滅補償は払えない

漁業補償は、通常補償契約を通じて支払われる。補償契約には、事業者が補償金を支払うこと、及び補償金を受ける者がダム建設に同意することが記されている。従って、補償契約を交わして補償金を受け取れば、工事に反対できず、ダムが建設できることになる。

ところが、共同漁業権を収用しても、それでダムが建設できることにはならない。

一つの理由は、収用によっては影響補償が払えないからである。影響補償は、確実に生じると予見される漁業被害に対して支払われるものであり、影響補償を支払わずにダム建設にかかれば、憲法違反(財産権の侵害)になる。漁業法一四三条により刑罰をも科せられる。さらに、組合員の漁業を営む権利(漁業法八条)にもとづき妨害排除や妨害予防を請求されれば工事を止めざるを得ない。

もう一つの理由は、収用によっては消滅補償も払えないからである。共同漁業は免許がなくても営める(漁業法９条)。員外漁民(漁協に属さない漁民)が共同漁業を営めるのもそのためである。従って、漁協から共同漁業権を剥奪しても、組合員は従来どおり共同漁業を営める。つまり、共同漁業権が収用されても何ら漁業損失は生じないことになり、従って消滅補償は支払えないのである。消滅補償を払わないままダム建設にかかれば、影響補償の場合と全く同様に違法になる。

そのうえ、共同漁業権を漁協から奪えば、国土交通省は漁民一人一人と補償契約を交わさなければならなくなる。これまで漁協と補償契約を交わせばいいとの誤魔化しを行えたのは、漁協に共同漁業権が免許されていたからであり、免許がなくなってしまえば誤魔化しが効かなくなるのである。

消滅補償・影響補償は、収用を通じては支払えず、払うには補償契約を交わすしかない。補償契約締結を漁民が拒めばダムは建設できない。

共同漁業権の収用は、国土交通省の自殺行為にほかならない。

